第1の項目
諸施策の策定や実施に際し、今後とも、給与・勤務条件に関わる諸問題については、誠意をもって、大阪高教組と十分協議を行ってまいりたい。

第2の項目
大阪府の区域内にある公立高校の定時制の課程及び通信制の課程に在学する勤労青少年の修学を奨励し、生徒の経済的負担を軽減することにより学業に継続を図り、中途退学の防止に資するため、修学奨励費の貸与を行っている。事務手続きなどの運用面等については、引き続き研究してまいりたいと考えている。平成26年度からの高校授業料無償化制度の見直しに伴う事務処理体制については、事務の性質等を総合的に勘案し、人材派遣の活用により対応することとしたもの。平成27年度以降の事務処理体制については、平成26年度の状況を見極めながら検討を行い、適切に対応していく。「就学支援金」や「奨学のための給付金」など授業料無償化制度の見直しにより平成26年度入学生から対象となる新制度については、お知らせチラシや申請書の記入例も作成し配付するなど学校現場の事務負担の軽減に努めている。また、様式の改善や記載内容の簡素化については、去る6月20日に文部科学省の担当室長らと意見交換する場があり、その中でもしっかりと要望したところであり、その際、文部科学省において、ご意見踏まえて検討するとのことであった。府教委としては、今後、国の動向、他府県の状況などを注視しながら教職員の業務負担とならないよう対応していく。

第3の項目
多角的な観点からの支援が必要であると考えている。高等学校課では、「障がいのある生徒の高校生活支援事業」の中で、スクールカウンセラーとして臨床心理士の資格を有する専門家を全ての府立高校に配置している。活動については、1回3時間、年間17回を上限に主にケース会議等における教員へのコンサルテーションを行っている。また、生徒・保護者の状況に応じて外部機関等との連携を提案するなどしている。さらに、平成21年度より、臨床心理学等を専攻している大学院生の実習を府立高等学校で受け入れ、生徒の心のケアを支援しているところで。今後も引き続き、活動報告書、事業調査等を通じて、活用状況、課題等を整理し、事業の効率的な運用に努めていく。日本語指導については、国の第６次教職員配置改善計画の帰国子女教育の充実のための定数を活用して、本年度は６校に対して10名の教員を加配しているところ。定時制の課程については、非常勤講師を配置しているが、今後ともヒアリング等を通じて、各学校の実状をていねいに把握し、適切に対応していく。帰国・渡日生徒の支援については、大阪府立学校在日外国人教育研究会（府立外教）と連携し、帰国渡日生徒の学校への定着や進路実現に向けて、進路説明会や日本語指導をはじめとした帰国渡日生徒の支援に努めているところ。また、「日本語教育学校支援事業」において、学校からの要望に応じて、日本語教育学校支援専門員の派遣、教育サポーター、多言語チューターの配置を行っている。今後も、府立外教と連携し、在日外国人教育の経験・成果や幅広いネットワークを生かして、生徒交流会やスピーチコンテストの開催、また在日外国人教育に係わる諸課題について研究やモデル的な取組みを行うなど、府立学校の在日外国人教育の推進に向けて、取組みを進めていく。

第4の項目
多角的な観点からの支援が必要であると考えている。また、生徒の問題行動等の背景には、心の問題とともに家庭等の厳しい状況もある。今年度から「キャリア教育支援体制整備事業」において就職希望者の多い府立高校36校に対して就職支援コーディネーターを配置し、うち６校にスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）を配置したところ。各学校に配置しているスクールカウンセラーとの連携を促進する等の取組みの成果については、フォーラムなどの機会を通して共有していく。
第5の項目
教育環境の充実に資するため、全府立学校を対象に関係各課と連携を図りながら、特別教室の一部に平成23年度から５か年計画で順次整備を進めており、今年度は30校92室で設置することとしている。なお、教科準備室等への空調機の設置については、強い要望があることは十分に認識しているが、現在の財政事情を踏まえると困難であり、今後の課題と考えている。
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